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                  公益社団法人全国消費生活相談員協会 

                         理事長 吉川 萬里子 

 

 

１．行政機関等が保有するパーソナルデータと民間が保有するパーソナルデー

タの違い 

 

 

 

 

２．行政機関等個人情報保護法で示す利用目的の特定等、利用及び提供の制限､

本人関与の仕組み規定は行政機関等への信頼 

 

 

 

 

３．個人情報保護法制定後の、いわゆる過剰反応。過剰反応と消費者のパーソ

ナルデータの悪用などへの懸念 

 

 

 

 

４．国民にとって行政機関等が保有するパーソナルデータの利活用を推進する

ことのメリット、デメリットが現時点では不明確 

 

 

 

 

５．行政機関等が保有するパーソナルデータの利活用を推進することに反対 
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